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はじめに 

 
近年、自然災害による被害額が急激な増加を見せている。元受保険会社のみで負担する

ことが困難な巨大リスクについては、伝統的には再保険によってリスクの分散が行われて

きたが、巨大災害の頻発によって米国ではいくつもの保険会社や再保険会社が破綻し、再

保険料も大幅な上昇をみせたため、再保険によるリスクの分散が困難となってきた。この

ことが契機となって、再保険のみに依存することなく災害リスクを分散するための仕組み

として代替的リスク移転手法（ART）が検討され、実際に市場で取り引きされるようにな

ってきた。 

米国ペンシルバニア大学 Wharton 校は、リスクコントロール（災害の防止、被害の軽

減）とリスクファイナンシング（リスクの移転･分担）を同時に考慮した総合的災害リスク

マネジメントの分野において、中核となる研究機関である。損害保険料率算出機構は、1999
年 9 月より Wharton 校の巨大リスクの管理に関するプロジェクトに参加し、総合的災害

リスクマネジメント研究に関する世界的な動向とその研究成果に関する調査を行ってきた。 

本報告書第 1 章では、巨大リスクの管理に関する研究の動向を解説し、近年の研究成果

として、米国の保険業界と政策の役割、カタストロフィ･ボンドに求められる改善点、およ

び不確実性が大きいリスクの評価に関する論文の抄訳を紹介する。 

わが国の巨大リスクとしては、都市部で発生する地震のリスクが挙げられる。一般に地

震による被害は、構造物の破壊や人命の損失などの直接的な被害を基本として把握されて

いるが、わが国においてはこれらの被害のみならず、生産活動や消費活動の減少などの二

次的な被害が非常に大きくなり、保険業界の業務にも多大な影響を及ぼすことが危惧され

る。そこで、2001 年度より 2 年間にわたり、これらの二次的な被害を含んだ経済被害の

評価に関する調査研究を京都大学防災研究所に委託した。 

本報告書第 2 章は、この調査研究の成果をまとめたものである。内閣府が 2000 年 8 月

に公表した東海地震の警戒宣言発令時の経済的影響額は、1 日あたり約 1,700 億円となっ

ている。本研究では、警戒宣言発令時の交通規制を主原因とする経済被害額に焦点を当て

て試算したところ、1 日当たり最大で約 750 億円という結果が得られた。 
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